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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地磁気を検出して対応する検出信号を出力する磁気センサと、前記磁気センサからの検
出信号に基づいて方位を算出する方位算出手段と、前記方位算出手段で算出した方位を表
示する表示手段とを有する方位測定装置において、
　前記方位算出手段で算出した方位を記憶する方位記憶手段と、前記方位記憶手段に記憶
した前回算出の方位に基づいて、今回算出の方位に含まれる可能性のある最大測定誤差を
算出する誤差算出手段とを備え、前記表示手段は前記誤差算出手段で算出した最大測定誤
差または測定誤差範囲を表示することを特徴とする方位測定装置。
【請求項２】
　前記誤差算出手段は、前記方位記憶手段に記憶した方位に基づく方位円と、今回の測定
で得た方位に基づく方位円とのシフト量に基づいて、今回算出の方位に含まれる可能性の
ある最大測定誤差または測定誤差範囲を算出することを特徴とする請求項１記載の方位測
定装置。
【請求項３】
　前記誤差算出手段は、複数の測定点のデータに基づいて前記方位円の中心位置を算出し
、該中心位置のシフト量に基づいて、今回算出の方位に含まれる可能性のある最大測定誤
差または測定誤差範囲を算出することを特徴とする請求項２記載の方位測定装置。
【請求項４】
　測定に含まれる可能性のある最大測定誤差が所定範囲外であると前記誤差算出手段が判
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断したとき、前記表示手段は、前記測定誤差が許容範囲外である旨の表示を行うことを特
徴とする請求項１乃至３のいずれか一に記載の方位測定装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、地磁気の方位を測定する方位測定装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　従来から、方位を測定するために方位測定装置が利用されている。方位測定装置は、地
磁気を検出するために直交配設された２つの磁気センサ（Ｘ磁気センサ、Ｙ磁気センサ）
を有しており、前記２つの磁気センサの合成出力は、水平状態で回転させたときに実際に
得られる軌跡は楕円であるが、方位算出を行う際の演算処理を簡単に行えるように、前記
磁気センサの合成出力が真円（方位円）となるように調整されている。
　地磁気以外の装置などから発生する磁場が、たとえわずかであっても変動（着磁）する
と、前記調整された方位円は変動のあった方向にオフセットされ、大きな測定誤差が発生
する。また、地域により伏角が異なり、方位円の大きさも異なってくる。そのため多くの
磁気検出装置には、磁場変動や地域差を補正する手段が備わっている（例えば、特許文献
１参照）。
【０００３】
　しかし、使用する側にとってみると、今どのくらいの測定誤差があり、またいつ補正を
行わなければならないかを明確に判断することができない（測定結果に異常があることを
検出できたとしても、どの程度異常であるかを判断することができない。）。
　また、方位の検出が正しく行われたか否かを判別するようにした方位測定装置も開発さ
れている（例えば、特許文献２～４参照）。
【０００４】
【特許文献１】
　　　　　特開平３－１３１７１２号公報（第１頁）
【特許文献２】
　　　　　実開平３－１２７２１５号公報（第１頁）
【特許文献３】
　　　　　特開平５－３１２５７５号公報（第１頁）
【特許文献４】
　　　　　実開昭６３－７９５１７号公報（第１頁）
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
　しかしながら、補正直後でなければ、測定されている方位が正しいと信用することがで
きない（補正前に測定された方位が正しかったかどうかは判断できない）。また、補正後
、補正前はいったいどのくらいの測定誤差があり補正による効果がどのくらいあったかが
わからないという問題がある。
【０００６】
　本発明は、測定した方位がどの程度の誤差を含んでいるのかを容易に判別することが可
能な方位測定装置を提供することを課題としている。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　本発明によれば、地磁気を検出して対応する検出信号を出力する磁気センサと、前記磁
気センサからの検出信号に基づいて方位を算出する方位算出手段と、前記方位算出手段で
算出した方位を表示する表示手段とを有する方位測定装置において、前記方位算出手段で
算出した方位を記憶する方位記憶手段と、前記方位記憶手段に記憶した前回算出の方位に
基づいて、今回算出の方位に含まれる可能性のある最大測定誤差または測定誤差範囲を算
出する誤差算出手段とを備え、前記表示手段は前記誤差算出手段で算出した誤差を表示す
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ることを特徴とする方位測定装置が提供される。
　誤差算出手段は、方位記憶手段に記憶した前回算出の方位に基づいて、今回算出の方位
の誤差を算出する。表示手段は、前記誤差算出手段で算出した最大測定誤差または測定誤
差範囲を表示する。
【０００８】
　ここで、前記誤差算出手段は、前記方位記憶手段に記憶した方位に基づく方位円と、今
回の測定で得た方位に基づく方位円とのシフト量に基づいて、今回算出の方位に含まれる
可能性のある最大測定誤差または誤差範囲を算出するように構成してもよい。
　また、前記誤差算出手段は、複数の測定点のデータに基づいて前記方位円の中心位置を
算出し、該中心位置のシフト量に基づいて、今回算出の方位に含まれる可能性のある最大
測定誤差または測定誤差範囲を算出するように構成してもよい。
　また、測定結果に含まれる可能性のある最大測定誤差が所定範囲外であると前記誤差算
出手段が判断したとき、前記表示手段は、前記測定誤差が許容範囲外である旨の表示を行
うように構成してもよい。
【０００９】
【発明の実施の形態】
　図１は、本発明の実施の形態に係る方位測定装置のブロック図である。
　図１において、方位測定装置は、磁気センサを構成する磁気抵抗素子部１０１、アナロ
グ／デジタル（Ａ／Ｄ）変換回路１０２、レジスタ１０３、中央処理装置（ＣＰＵ）１０
５、ＣＰＵ１０５が実行するプログラム等をあらかじめ記憶した読み出し専用メモリ（Ｒ
ＯＭ）１０４、表示手段を構成する表示装置１０６、方位を記憶する方位記憶手段を構成
するランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）１０７、磁気抵抗素子部１０１を駆動する磁気抵
抗素子駆動回路１０８を備えている。
　磁気抵抗素子部１０１は、従来と同様に、相互に直交配設された２つの磁気抵抗素子（
Ｘ磁気センサ、Ｙ磁気センサ）を有している。ＣＰＵ１０５は、後述するように、ＲＯＭ
１０４に記憶したプログラムを実行することにより、磁気抵抗素子部１０１からの検出信
号に基づいて方位を算出する方位算出手段および前記方位算出手段で算出した方位に含ま
れる可能性のある最大測定誤差または測定誤差範囲を算出する誤差算出手段を構成する。
【００１０】
　図２は、本実施の形態に係る方位測定装置の処理を示すフローチャートであり、ＣＰＵ
１０５がＲＯＭ１０４に予め記憶したプログラムを実行することによって行われる処理で
ある。
　図３及び図４は、本実施の形態に係る方位測定装置の動作を説明するための説明図であ
り、同一部分には同一符号を付している。図３及び図４において、方位円３０１は前回方
位θを測定した際の真円であり、方位円３０５は今回方位θを測定した際の真円である。
【００１１】
　以下、図１～図４を用いて本発明の実施の形態の動作を説明する。
　先ず、方位θの測定動作及び該測定した方位θの表示動作について説明すると、ＣＰＵ
１０５は、磁気抵抗素子部１０１からの検出信号に基づいて、公知の手法により、方位θ
の測定を行う。前記方位θの測定処理では、ＣＰＵ１０５は、磁気抵抗素子駆動回路１０
８を制御して、磁気抵抗素子部１０１を駆動させる。磁気抵抗素子部１０１は、そのＸセ
ンサ及びＹセンサによって地磁気を検出して対応するアナログ信号の検出信号を出力する
。Ａ／Ｄ変換回路１０２は前記検出信号をデジタル信号に変換して、レジスタ１０３に記
憶する。ＣＰＵ１０５は、レジスタ１０３に記憶したデジタル形式の検出信号に基づいて
、測定した点の方位θを算出してＲＡＭ１０７に順次記憶すると共に該算出した方位θを
表示装置１０６に表示する。
【００１２】
　次に、測定した方位θに含まれる可能性のある最大測定誤差δまたは測定誤差範囲＋δ
～－δの算出動作及び前記最大測定誤差δまたは測定誤差範囲＋δ～－δの表示動作につ
いて説明する。
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　ＣＰＵ１０５は、図２のステップＳ２０１において、前述した方位θの測定処理を行い
、方位θに対応するＸ座標データ及びＹ座標データを算出してＲＡＭ１０７に記憶する。
ステップＳ２０１は方位算出手段を構成している。図３（ａ）に、このようにして測定し
た今回の測定点３０２を示している。尚、表示装置１０６に表示される方位θは、前回測
定した方位円３０１の中心Ｏ’を基準とする方位である。
【００１３】
　ＣＰＵ１０５は、前記方位測定処理を所定回数（本実施の形態では３回）行い（ステッ
プＳ２０３）、各測定処理で得た測定点のＸ座標データ及びＹ座標データをＲＡＭ１０７
に順次記憶する。その結果、図３（ｂ）、（ｃ）に示すように、測定点３０２～３０３の
ＸＹ座標が得られる。尚、この場合も、表示装置１０６に表示される方位θは、前回測定
した方位円３０１の中心Ｏ’を基準とする方位である。
　次に、ＣＰＵ１０５は、ステップＳ２０３において、前記方位測定を所定回数（本実施
の形態では３回）行ったと判断すると、ＲＡＭ１０７に記憶した最新の３点の測定点３０
２～３０４のＸ座標データ及びＹ座標データを用いて、垂直２等分線３０６、３０７の交
点Ｏを算出する（ステップＳ２０４）。即ち、測定点３０２、３０３の２等分線３０６と
、測定点３０３、３０４の２等分線３０７との交点Ｏを算出する。
【００１４】
　次に、ＣＰＵ１０５は、交点Ｏと各測定点３０２～３０４の距離ｒを算出する（ステッ
プＳ２０５）。測定点３０２～３０４は同一円上に位置するように調整されているため、
交点Ｏと各測定点３０２～３０４までの距離ｒは等しい。交点Ｏを中心として、各測定点
３０２～３０４を通る真円３０５が今回測定した方位の方位円である。
　次に、ＣＰＵ１０５は、前回得られた方位円３０１の中心Ｏ’と前記垂直２等分線の交
点Ｏとの距離（シフト量）Ｘを算出する（ステップＳ２０６）。尚、交点Ｏは、各測定点
３０２～３０４における正しい方位を算出する際の中心となる点であり、交点Ｏを基準と
する方位が各測定点の正しい方位θである。しかしながら、表示装置１０６に表示される
方位θは、前回測定した方位円３０１の中心Ｏ’を基準とする方位であるため、これには
シフト量Ｘに応じた測定誤差が含まれていることになる。
【００１５】
　次に、ＣＰＵ１０５は、距離Ｘがｒ以下か否かを判断し（ステップＳ２０７）、距離Ｘ
がｒを越える場合には、測定誤差が許容範囲外であると判断して、表示装置１０６に測定
誤差が許容範囲外である旨の表示、例えば、方位針の校正を求める表示を行う（ステップ
Ｓ２０８）。即ち、ＣＰＵ１０５は、測定誤差が、ＲＡＭ１０７に予め記憶した所定範囲
外になると判断した場合には、表示装置１０６は、測定誤差が許容範囲外である旨の表示
を行う。これにより、使用者は、再度方位を測定し直す等の対応をとることが可能になる
。
　ステップＳ２０７において、距離Ｘがｒ以下の場合には、Ｘ＝ｒｓｉｎδより、方位測
定結果に含まれる可能性のある最大の測定誤差δ（＝ａｒｃｓｉｎ（Ｘ／ｒ））を算出す
る（ステップＳ２０９）。
【００１６】
　図４は、最大の測定誤差δを算出するための説明図である。図４（ａ）において、方位
円３０１は前回測定して得た円であり、方位円３０５は着磁によりシフトした円であり、
点Ａの正確な方位θは、方位円３０５を基準として算出する必要があるにも拘わらず、円
３０１を基準として算出されるため誤差を含んだ方位θ’が得られる。
　着磁によりずれた円３０５の中心Ｏを基準として、測定点Ａの座標を（ｃｏｓθ，ｓｉ
ｎθ）として、円３０５の中心Ｏを基準にｃｏｓδを求めると、ｃｏｓδ＝（１＋ｘｃｏ
ｓθ）／√（ｘ2＋２ｘｃｏｓθ＋１）となり、測定誤差の絶対値｜δ｜は、同図（ｂ）
の位置で最大となる。また、δが０～πの間はマイナス側のずれとなり又、δがπ～２π
の間は＋側のずれとなる。尚、ステップＳ２０２～Ｓ２０９は誤差算出手段を構成してい
る。
　次に、ＣＰＵ１０５は、得られた測定誤差の範囲（＋δ～－δ）を表示装置１０６に表
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示する（ステップＳ２１０）。ステップＳ２１０は表示装置１０６とともに表示手段を構
成している。これにより、利用者は、表示装置１０６に表示された方位の最大測定誤差を
知ることが可能になる。
【００１７】
　以上述べたように、本発明の実施の形態に係る方位測定装置は、地磁気を検出して対応
する検出信号を出力する磁気抵抗素子部１０１と、磁気抵抗素子部１０１からの検出信号
に基づいて方位を算出する方位算出手段（ＣＰＵ１０５の処理ステップＳ２０１）と、前
記方位算出手段で算出した方位を表示する表示装置１０６とを有する方位測定装置におい
て、前記方位算出手段で算出した方位を記憶するＲＡＭ１０７と、ＲＡＭ１０７に記憶し
た前回算出の方位に基づいて、今回算出の方位に含まれる可能性のある最大測定誤差を算
出する誤差算出手段（ＣＰＵ１０５の処理ステップＳ２０２～Ｓ２０９）とを備え、前記
表示手段は前記誤差算出手段で算出した誤差を表示することを特徴としている。
【００１８】
　ここで、前記誤差算出手段は、前記方位記憶手段に記憶した方位に基づく方位円３０１
と、今回の測定で得た方位に基づく方位円３０５とのシフト量Ｘに基づいて、今回算出の
方位に含まれる可能性のある最大測定誤差δまたは測定誤差範囲＋δ～－δを算出するよ
うに構成している。
　また、前記誤差算出手段は、複数の測定点のデータ３０２～３０４に基づいて前記方位
円３０１、３０５の中心位置を算出し、該中心位置３０１、３０５のシフト量Ｘに基づい
て、今回算出の方位に含まれる可能性のある最大測定誤差δまたは測定誤差範囲＋δ～－
δを算出するように構成している。
【００１９】
　したがって、方位測定装置の使用者は、測定した方位がどの程度の誤差を含んでいるの
かを容易に知ることが可能になる。これにより、方位検出装置を補正する時期を容易に知
ることができ、補正を必要としていないのに無駄に補正を行うといったことを防止するこ
とが可能になる。また、現在までに測定した結果の測定誤差範囲を知ることができ、測定
結果を信頼できるかどうかを判断することが可能になる。また、補正後に補正前の測定誤
差範囲を知ることにより、補正による効果を実感することができ、快く補正を行うことが
できる。
　尚、前記実施の形態では、磁気センサとして磁気抵抗素子の例をあげたが、ホール素子
など、種々の磁気センサを使用することが可能である。
【００２０】
【発明の効果】
　本発明に係る方位測定装置によれば、測定した方位がどの程度の誤差を含んでいるのか
を容易に判別することが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の実施の形態に係る方位測定装置のブロック図である。
【図２】　本発明の実施の形態に係る方位測定装置の処理を示すフローチャートである。
【図３】　本発明の実施の形態に係る方位測定装置の動作を説明するための説明図である
。
【図４】　本発明の実施の形態に係る方位測定装置の動作を説明するための説明図である
。
【符号の説明】
１０１・・・磁気センサを構成する磁気抵抗素子部
１０２・・・アナログ／デジタル変換回路
１０３・・・レジスタ
１０４・・・ＲＯＭ
１０５・・・方位算出手段及び誤差算出手段を構成する中央処理装置（ＣＰＵ）
１０６・・・表示手段を構成する表示装置
１０７・・・方位記憶手段を構成するＲＡＭ
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１０８・・・磁気抵抗素子駆動回路

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】
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